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年金の役割（1）  
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年金の役割（2）   



年金の役割（3）  

⑤ 地域経済を支える役割   
一 家計消費の2割が年金の地域も   

（対県民所得比上位7県）  

都道府県名   対県民所   対家計最終消費   

（高齢化率）   得比   支出比   

島根県（27．1％）   15．2％   22．4％   

高知県（25．9％）   15．4％   18．4％   

愛媛県（24．0％）   14，5％   20．8％   

山口県（25．0％）   13．7％   22．7％   

長崎県（23．6％）   14．2％   21．0％   

鳥取県（24．1％）   14．7％   18．1％   

岡山県（22．4％）   13．7％   19．8％  



高齢者世帯の所得分布  

高齢者世帯の年間所得の分布  

「r   

「平成20年版 高齢社会白書」より抜粋  



老齢基礎年金の年金月額の分布  

○ 老齢基礎年金等（老齢基礎年金＋旧国民年金老齢年金）の受給権者（18年度末で約2，200万人）の年金額   
分布をみると、月額6万円台が最も多く、次いで月鐘5万円台及び3万円台が多くなっている。  

総  数  
基礎のみ■旧国年（再掲）  

合 計 （割合）   男 子  女 子  合計 （割合）   男 子  女 子   
合 計   22．007．125  100．0％  9．410．123  12．597．002  9，017．684  100．0％  乙256．458  6，761，226   

万円以上 万円未満   

′・一1   131，097  0．6％  33，936  97，161  58，121  0．8％   1，657  56，464   
1 ～  2   357，682  1．6％  120，345  237，337  163，109  1．8％  14，565  148．544   
2 ・〉  3   1．197，906  5．4％  224，884  973，022  807，6引  9，0％  104．498  703，183   

3 ～ 4   3，635，285  16．5％  760，663  2，874，622  2，571，158  28．5％  507，373  2，063．785   
4 ～ 5   3，039，657  13．8％  812，579  2，227，078  1，527，467  16．9％  359，695  1，167，772   
5  ～  6   3，673，089  16．7％  1，330，144  2．342，945  1，377，402  15．3％  325，379  1，052，023   

6 ～ 7   乳887．160  40．4％  5，797，531  3，089，629  2，007．366  22．3％  801．937  1，205，429   
7  ～   1，085，249  4．9％  330カ41  755，208  505，380  5．6％  141，354  364．026   

平 均 月 額（円）  53，202  58．490  49．252   47．641  52．532  46．008   

【資料出所】  

平成18年度社会保険事業の  

概況に基づき作成  

注 基礎のみ・旧国年（再掲）とは、新法厚生年金保険（旧共済組合を除く）の受給権を有しない基礎年金受給権者及び旧法   
国民年金（5年年金を除く）の受給権者をいう。  

年金月額階級別基礎年金等受給権者数   
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【資料出所】  

平成18年度社会保険事業の概況  
（社会保険庁）   1万円未満  1～2万円  2－3万円  3～4万円1 4～5万円  5～6万円  6－7万円  7万円以上  

年金月碩階級  
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○ これを基礎のみ・旧国年で見た場合には、3～4万円が最も多く、次いで6～7万円が多く   

なっている。  

総  数  
基礎のみ・旧国年（再掲）  

合 計 （割合）   男 子  女 子  合 計 （割合）   男 子  女 子   
合  計  22，007，125  100．0％  9，410，123  12，597，002  9，017，684  100．0％  2，256，458  6，761，226   

万円以上 万円未満  

～12   131，097  0．6％  33，936  97，161  58，121  0．6％   1，657  56，464   

12   ～  24   357，682  1．6％  120，345  237，337  163，109  1．8％  14，565  148，544   

24   ～  36  1，197，906  5．4％  224，884  973，022  807，681  9．0％  104，498  703，183   

36  （一   48  3，635，285  16．5％  760，663  2，874，－622  2，571，158  28．5％  507，373  2，063，785   

48   ～  60  3，039，657  13．8％  812，579  2，227，078  1，527，467  16．9％  359，695  1，167，772   

60   一〉   72  3，673，089  16．7％  ユ，330，144  2，342，945  1，377J402  15．3％  325，379  1，052，023   

72  ～   84  8，887，160  40．4％  5，797，531  3，089，629  2，007，366  22．・3％  801，937  1，205，429   

84  ～   1，085，249  4．9％  330，041  755，208  505，380  5．6％  141，354  364，026   

平 均 （円）   638，427  701，885  59■1，023  571，690  630，388  552，101   

注 基礎のみ・旧国年（再掲）とは、新法厚生年金保険（旧共済組合を除く）の受給権を有しない基礎年金受給権者及び旧法国民   

年金（5年年金を除く）の受給権者をいう。  
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満額でない基礎年金等の受給権者一無年金者が生じる要因として  
考えられる理由  

○ 年金の額の算定の基礎となる保険料納付済期間が満額受給の期間に満たないこと。  

脚国民年金に任意加入しなカ、った巷   

⇒ この場合、昭和61年3月以前の期間は、合算対象期間（いわゆる「カラ期間」）となるので、年金額の  
計算には反映されない。これは、昭和61年4月の基礎年金制度導入前は、被用者本人に配偶者加給  
を支給することで世帯としての年金保障を行うこととしていたためであり、現行制度においても配偶者  
加給に代わるものとして、生年月日に応じた振替加算が行われている。  

被保険者期間に免除期間を有する者   

⇒この場合、免除期間は保険料を納付した月数に対して、4分の1免除された期間lま6分の5、半額免  
除された期間は3分の2、4分の3免除された期間は2分の1、全額免除された期間は3分の1で年金  
額が計算されることになる。  

未納・未加入の状態であった期間を有する者   

⇒ この場合、未納・未加入の状態であった者は満額の納付月数（原則40年）に満たなくなったり、受給  
資格期間（原則25年）に満たずに無年金状態になったりする。  

0 65歳前から老齢基礎年金等の繰上げ受給を行っているために、減額された老齢基礎年金   
等を受給していること。  

60歳から受給した場合の繰上げ減額率は、昭和16年4月1日以前生まれの者は42％、同月2日以後生  
まれの者は30％となっている。  

老齢基礎年金等の国民年金の繰上げ受給の選択率は、平成18年度においては、全体で約50％、新規  
裁定で約20％。なお、かつては新規裁定で8割近く繰上げ受給が選択されていたこともあった。  

3  
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基礎年金の最低保障機能の強化について  

基礎年金の最低保障機能の強化の方向性については、以下の2つの考え方がある。  

（1）できる限り満額の基礎年金を支給しようとする方向性（年金額の最低保障）   

⇒ 現状において低年金となっている要因を分析した上で、年金制度としての対応が可能かどうか  
検討する必要がある。  

【① 65歳前からの繰上げ受給による減額】   

■ 繰上げ受給については、本人の選択に基づくものであり、制度的な対応は困難。  

【② 滞納】   

■ 保険料納付の義務を果たしていない滞納者についてまで、満額年金を保障しようとすることは年金制度の根  
幹をゆるがしかねず、こうした者への対応は困難。⇒未納・未加入対策の実施により、運用上の改善を図   
ることが適当。  

【③ 任意未加入】  

・ 60年改正以後、基本的には任意加入期間制度を廃止する方向で見直し実施済み。  

【④ 免除】  

・低所得により保険料の免除を受けている者については、国庫負担分（現行3分の1）しか支給され   
ないが、そのことの責任が本人にあるとは言えない。  ⇒  『保険料軽減支援制度』  

（2）状況に応じて満額を超える基礎年金を支給しようとする方向性（最低生活水準の保障）  

○ 基礎年金によって、最低の生活水準を保障しようとする場合には生活保護制度との関係が問題となる。  

○ 単身世帯は夫婦2人世帯の半分の年金額であるのに対し、1人当たりの消費支出は単身世帯のほうが   
大きいことから、単身で著しく低所得である点に着目して、年金額に一定の加給金を加算することが考   
えられるのではないか。⇒  『単身低所得高齢者加算虹  

8  
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所得保障施策における基礎年金の位置づけ  

① 基礎年金の水準の位置づけ  

・基礎年金の水準は、老後の生活の基礎的部分を保障するものとして決定されている。  

・基礎年金は老後の生活の全部を支えるものではなく、老後に備えた個人の貯蓄や私的年金等の自助努  

力もまた、老後の生活を支える重要な手段である。  
‾‾‾‾ 

；干二：石高有料ま喜藤論議重森雇お紅さ盲ら∵喜藤丘速議ゐ毛t右こ右妄言どな言古仁扁譲吉ら竃ここニ亡克てL石蕗壷盲遠藤右京石室1 1  

：部を支えるものではない。（中略）働ける間の稼動収入はもちろんのこと、老後に備えた個人の貯蓄や私的年金、資産収入、それから親；  
：族扶養もまた老後の生活を支える重要な手段である。しかも基礎年金は公的年金の全部ではなく、一階部分の年金であり、サラリーマン：  
：のみならず自営業者にも共通する年金である。」（新年金法 吉原健二著 より抜粋）  
I ＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿－■＿－－■■■－■■－－一一－－－－－－－－－－－一一一－－－－－一一－  

② 国庫負担の意義  

・社会保険方式の公的年金制度は、事業主及び被保険者の拠出する保険料を主たる財源とするものであ  
るが、公的年金制度の運営についての国の責任の具体的表明として、給付水準の改善、保険料負担の軽  
減などの観点から、費用の一部に対して国庫負担を行っている。  

・ また、昭和60年改正において、   

① 基礎年金が老後等の保障の基本的部分にあたり、この部分に対して、一般財源により負担する必  
要性が高いこと   

② 報酬比例の年金の部分についても国庫負担を行うことは、年金額の高い者ほどより多くの国庫負  
担を受けることになるという批判があったこと   

③ 基礎年金導入以前、制度ごとにバラバラの国庫負担率となっていたことに対し、制度間格差の観  
点から是正が求められていたこと  

から、全国民共通の基礎年金に国庫負担を集中した。  

※ 我が国の公的年金制度は、社会保険方式を基本とし、無業者や低所得者など保険料負担が困難な者も含めすべての国民に年金保障を及   
ぼす「国民皆年金」を実現。こうした中、社会保険料に加え、国庫負担を組み合わせることにより、低所得者でも負担できる保険料水準   
に抑えるとともに、保険料負担が困難な者に一定の給付を保障する制度（免除制度）の実施を可能としている。  

9   



基礎年金の給付水準 改定経緯  

○昭和60年改正による基礎年金制度の導入後、平成6年改正までは、基礎的消責支出の状況等を勘案し  
て政策改定を実施。 ＊なお、平成6年改正では、65歳以上単身無業者ではなく全世帯の伸びを勘案する方法に変更。  

○平成12年改正以降は、消責者物価上昇率に対応して改定。  

○平成16年改正で、新規裁定者は原則として賃金上昇率、既裁定者は原則として物価上昇率により、   
自動的に毎年度改定される仕組みとしつつ、マクロ経済スライドを導入し、2023年度までの間、   
給付水準を調整。  

改正年   金 額   設定の考え方   

昭和60年   600．000円   65歳以上の単身無業の者の基礎的消責支出などを勘案して設定。  
（月額50，000円）   （参考）65歳以上単身無業の基礎的消費支出（推計額） 47，600円   

平成元年   666，000円   65歳以上の単身無業の者の基礎的消費支出などを勘案して改定。  
（月額55，500円）   （参考）65歳以上単身無業の基礎的消費支出（推計額） 53，100円   

平成6年   780，000円   全世帯の消真水準の伸び、全世帯の1人当たり基礎的消費支出の伸び等を総合的  
（月額65，000円）   に勘案して改定。  

（参考）全世帯の消費水準の伸び：17．4％  
全世帯の1人当たり基礎的消費支出の伸び：16．6％   

平成12年   804．200円   消責者物価上昇率を勘案して改定。  
（月額67，017円）   （参考）消費者物価上昇率：3．1％   全世帯の消費水準の伸び：0，6％  

全世帯の1人当たり基礎的消費支出の伸び：1．5％   

平成16年   780，900円 ＊本来水準  （本来水準）消責者物価上昇率を勘案して改定。  
（月額65，075円）   （参考）消費者物価上昇率：△2．9％ 全世帯の消費水準の伸び：△6．1％  

全世帯の1人当たり基礎的消費支出の伸び：△8．8％  

794，500円 ＊物スラ特例  （物価スライド特例水準）消費者物価上昇率を勘案して改定するが、物価スライ  
（月額66，208円）   ド特例法により、平成11～13年の消費者物価の下落分を据え置いたもの。  

（参考）平成11～13年の消費者物価上昇率：△1．7％  

＊平成17年度以降は、新規裁定者は原則として賃金上昇率、既裁定者は原則とし  
て物価上昇率に基づき自動的に改定。2023年度までマクロ経済スライドで調整。   

10   



平成20年10月3帽 第24回経済財政諮問会議吉川社会保障国民会議座長提出資料  

社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）  
（社会保障国民会議及び「子どもと家族を応援する日本」重点戦略に基づく整理）   

盗王記盟追払飯豊温鍵盤息L  
2015年度  改革の方向性  

約1．3～2．1兆円  0．4～0．6％程度   

○社会保険方式を前提とする場合  3．3～3．5％程度   

（注1〉「社会保障国民会議における検討に資するために行う公的年金制度に関する定量的なシミュレーション」、「社会保障国民会話における検討に資するために行う医療・介護費用の   
シミュレーション（日2シナリオ）」等に基づく。経済前提は「ケースⅡ－1（医療の伸びはケース①）」を用いた0  

（注2）少子化対策に係る追加費用については、「子どもと家族を応接する日本」重点戦略において示した次世代育成支援の社会的コストの推計を基に、現行の関連する制度の公費負担   
割合を当てはめて算出した。なお。ここには児童手当等の経済的支援の拡充に要する費用は計上していない0                                                                 1  
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